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厚生労働科学研究費（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

「精神保健医療従事者による、新型コロナウィルス感染症や自然災害等に起因した 

     心のケアに対する心理的アセスメント及び応急処置介入方法の適切な提供体制の 

     構築と、それに伴うメンタルヘルスの維持向上に資する研究」 

メンタルヘルス向上の啓発活動を支援するためのオンラインの活用 
 

研究分担者：萱間真美（聖路加国際大学） 

研究協力者：木戸芳史（浜松医科大学）瀬戸屋希（聖路加国際大学） 

青木裕見（聖路加国際大学）小山達也（聖路加国際大学）小林大輝（東京医科大学） 

岡田佳詠（国際医療福祉大学）天野敏江（国際医療福祉大学）根本友見（国際医療福祉大学） 

香月富士日（名古屋市立大学） 

 

研究要旨 

【目的】オンライン技術を活用したリモートによるメンタルヘルス支援が注目されてお

り、支援の対象も多岐にわたっている。本研究では、本分担研究班で令和 2年度に作成

した「新型コロナウィルス流行下におけるメンタルヘルス問題への対応マニュアル」の

オンラインによるメンタルヘルス支援について、紛争や災害等の影響を受けている人た

ちへの支援も含めた内容のアップデートを行うことを目的とした。 

【方法】リモートによるメンタルヘルス支援の文献検討および支援の提供者へのヒアリ

ングを実施し、得られた示唆をアップデート版に反映させることとした。文献検討では

①戦争被害時 ②自然災害時 ③新型コロナウィルス（および感染症）にわけて検討し、

ヒアリングでは相談員 2名を対象にオンラインでインタビューを実施した。 

【結果・考察】新型コロナウィルスの感染流行に伴い、リモートによるメンタルヘルス

支援への需要がより一層増し、実際に様々に提供されるようになっていること、さらに

その質の確保が重要になっていることが示唆された。セキュリティへの配慮、相談対応

者の研修と質の確保等に関する内容、および災害等による避難者への支援や相談体制の

実態を追記し、マニュアルをアップデートすることができた。 

 

Ａ.研究目的 

新型コロナウィルスの流行およびその後の影響

は、人々のメンタルヘルスにも大きな負荷を与

え、メンタルヘルスの維持・向上のための支援シ

ステムの構築が喫緊の課題となっている。その 1

つとして、リモートによるメンタルヘルス支援が

注目されており、軽度のメンタルヘルス不調につ

いては、各種サイトを通じて提供されるセルフケ

アに関する情報や感情表出の場の提供で改善が望

める場合が多い。一方、自殺や他害行為につなが

る可能性がある場合は、対面支援を含む専門的介

入に結びつけること（LINK）が不可欠である。 

こうした背景から、本分担研究班では、これま

でに、厚生労働行政推進調査事業費補助金によっ

て「新型コロナウィルス流行下におけるメンタル

ヘルス問題への対応マニュアル」（以下、マニ

ュアル令和 2年度版」と略）の「第３章 オンラ

インによるメンタルヘルス相談」を担当し、リ

モートによるメンタルヘルス支援に焦点をあ

て、電話相談・メール相談・SNS相談等のリモー

トによる相談支援の際に活用できるマニュアル

を作成した。 

リモートによるメンタル支援に関する情報は

日々更新されていること、またリモートによる

メンタル支援を必要とする対象は、新型コロナ

ウィルスの罹患者のみならず、自然災害等の被

災者も該当することから、本研究では、文献検

討および関係者へのヒアリングによって関連情

報を整理し、「マニュアル令和 2年度版」をア

ップデートと整備を行うことを目的とした。 
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Ｂ.研究方法 

1）文献検討 

①戦争被害・難民・避難民等へのリモートによ

るメンタルヘルス支援 ②自然災害時のリモート

によるメンタルヘルス支援 ③新型コロナウィル

ス（および感染症）におけるリモートによるメン

タルヘルス支援 の 3つをテーマについて、検討

を行った。 

2) ヒアリング 

機縁法により抽出したリモート支援に従事する

相談員 2名について、テレビ会議システムを用い

て、以下の項目をヒアリングした。 

1. リモート支援を開始した背景 

2. 使用している遠隔技術 

3. 支援における困難・課題／好事例 

4. リモート支援における配慮 

5. 相談の背景によって特徴的なこと 

本研究は、国立研究開発法人国立国際医療研究

センターの倫理審査委員会の承認を得て実施した

（NCGM-S-004593-00）。 

 

Ｃ.研究結果 

1) 文献検討 

①戦争被害・難民・避難民等へのリモートによる

メンタルヘルス支援 

検索日（2022 年 10月 6日時点）においては、

2022 年に勃発した「ロシアによるウクライナ侵

略」（日本政府による呼称）に関連したリモート

によるメンタルヘルス支援に関する原著論文は存

在しなかった。原著論文以外に検索範囲を広げる

と、Letterや Correspondingという分類で掲載

された文献が３件抽出された 1-3)。 

この３件の文献のうち、２件 1,2) は戦争被害に

あった人に起こる可能性があるメンタルヘルス上

の問題と、その人たちにどのような支援が必要な

のかについて、先行研究を踏まえて紹介されてい

るものであった。これらの文献には原子力施設に

被害が及んだ場合に備えた対応リストも示されて

いた。 

もう１件の文献 3) には、ウクライナからの難

民、ウクライナやロシアに背景をもつ日本人と

いった、リモート支援を行う私たちにとって対

象者になり得る人のメンタルヘルス上のリスク

要因について示されていた。 

ウクライナからの難民は、残虐行為だけでな

く、愛する人、財産、仕事、教育などを失った

経験があると考えられ、中には拷問やその他の

個人的な暴力を経験した人もいるかもしれな

い。国から脱出するのも大変だったうえに、日

本に定住するのも大変であり、慣れない環境に

適応するのに苦労するかもしれない。言語や文

化の壁は、適応プロセスにおいて大きな障害と

なるため、精神的に大きな問題を抱えているこ

とが予想される。 

また、ウクライナ人やロシア人としての背景

を持つ日本人は、これらの国に家族、親戚、友

人を持っているため、母国の人々と自分を同一

視している可能性があり、様々なストレス体験

や深刻な苦痛を受けている可能性がある。また、

これらの人々は、通訳やボランティアとして難

民をサポートする可能性があり、人種差別やヘ

イトクライムのターゲットになる可能性がある

ことにも注意が必要であると示している。 

この文献にはリモートによるメンタルヘルス

支援という形に特化した言及はなかったが、彼

らがリモートによる支援を求めてきた際には、

上記のような背景があることを理解することが

必要であると考えられる。 

②自然災害時のリモートによるメンタルヘルス

支援 

国内の文献では、東日本大震災や COVID-19感

染症流行下の電話相談による活動実態の報告が

されていた。また、自治体の支援者用マニュア

ルや、成人むけ・児童むけのパンフレット等
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が、大学や研究機関によって作成・公表されてい

た 4-6)。 

リモートによる支援の大半は電話相談であり、

専用電話を設置し、夜間週末など 24時間の対応

を行っている場合もあった。また、前田ら 7)はア

ウトリーチ型の電話支援を行っており、自治体等

と協力して避難者にアンケートを送付し、ハイリ

スク者に架電する方法が紹介されていた。リモー

トによる支援は、サポート資源の少ない地域での

有効性が報告されていた 8)。 

支援に際しては、場や枠組みの設定、援助姿

勢、支援者自身のケアやトレーニングの重要性が

指摘されており、近年では研修やコンサルテーシ

ョンが遠隔で行えることも報告されていた 7)。 

海外の文献では、アフリカやアジアでの地震、

洪水、ハリケーンなどの自然災害におけるリモー

トによるメンタルヘルス支援の実施が報告されて

いた 9,10)。具体的には、オンラインで直接被災者

とコミュニケーションをとる方法に加え、必要

時、現地の医療機関や相談機関に紹介することも

行われていた。さらに、現地の支援者が被災者に

適切なメンタルヘルス支援を実施できるよう遠隔

地からトレーニングをしたり、ケースコンサルテ

ーションを受けたりといった介入も実施されてい

た 9）。また支援者の介入が難しい場合のメンタル

ヘルス支援として、うつや PTSDの症状のある人

を対象にセルフケアを促すモバイルアプリケーシ

ョンの開発も報告されていた 11,12)。 

③新型コロナウィルス（および感染症）における

リモートによるメンタルヘルス支援 

コロナ禍での急速なデジタルメンタルヘルス拡

大に伴うレビューでは、精神科医や患者がデジタ

ルメンタルヘルスを使用する主な障壁は、技術的

リテラシーの低さ、重度の精神障害の場合、治療

同盟が低下する考えがあるとされ 13)、高齢者の場

合には、技術的な適応への課題があり 14)、対象者

の特性に合わせた技術的な支援や、リモート支

援が効果的な対象者の特定の必要性が考えられ

た。 

遠隔診療を利用したサービス利用者の調査で

は、慣れ親しんだ臨床医との接触を保てる遠隔

診療の利便性を評価していた。一方でほとんど

の参加者は、非言語的な合図がなく、治療上の

安全な空間が失われることで、治療関係の構

築、評価、精神的健康の悪化の特定が困難にな

ると報告しており 15)、対面とリモートの相談の

特徴を見極め対応する必要性が示唆されてい

る。 

リモート支援に関する質保証の観点では、国

際標準化機構 16)や米国心理学会 17)がリモート支

援に関するガイドラインを出しており、具体的

には、テレサービスや遠隔医療における法的・

倫理的・技術的内容について、リモート支援の

質を維持・管理・問題への対処を行う仕組みを

整備する必要性が報告されていた。 

2) ヒアリング 

①東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故

に伴う避難者に対するリモート支援 

福島県相双地区では、東日本大震災後と福島

第一原子力発電所事故によって多くの住民が県

内あるいは県外にて避難生活を行っている。

2022 年 4月現在でも避難を続けざるを得ない住

民は多く、相馬広域こころのケアセンター（相

馬市、南相馬市）では避難されている人への支

援も継続的に行なっている。 

リモート支援の使用媒体としては電話がほと

んどであり、その内容は「行政からの相談」、

「避難者本人からの相談」に大別される。「行

政からの相談」は、保健所、市町村保健センタ

ー、基幹相談支援センターなどが支援している

避難者についての相談がこころのケアセンター

に寄せられたものであり、基本的には支援担当
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者に対してアドバイスを行うという間接的なリモ

ート支援を実施している。ただし、複雑な問題を

抱えている避難者については、現地の支援者と一

緒にこころのケアセンターの職員が訪問支援を行

うなど、直接ケアで対応することもある。 

後者の避難者からの相談内容は多彩であり、

「避難先で周りの人とうまくいかず孤立してい

る」といった避難先からの相談もあるものの、

「県外に避難していて戻ったばかりだが、生活が

ままならない」、「子どもが戻ってきたが不登校

になってしまった」、「戻ってきたが仕事が見つ

からない」、「これまでは賠償金があったが、そ

れが尽きてきて生活が困窮してしまった」、「戻

ってきたが以前と違うコミュニティーになってし

まい馴染むことができない」、「以前はあったデ

イサービスがなくなり、居場所がなくなってしま

った」といった、帰還後の環境に関する相談も多

くある。相談者の居住地域は様々であるため、基

本的には相談者の地域にあるこころのケアセンタ

ー等につなぐが、管轄の地域に暮らしている人

や、戻ってくる予定の人に対しては電話相談を続

けながら、必要に応じて来所相談や訪問を行なっ

ていた。 

②リモートによるメンタルヘルス支援の相談員か

つ指導者（心理職）へのヒアリング 

メンタルヘルス支援の研修を提供する立場とし

て、コロナの流行を受け、対人コミュニケーショ

ンの機会が減ったことなどから、コミュニケーシ

ョン方法や生きづらさを感じている人に対する関

わり方を知りたいというニーズが増えていること

が語られた。リモートでも傾聴のスキルが特に重

要であり、研修では理論の学習に加え、自身の対

応を録音して振り返ることやロールプレイを実施

して相談者の気持ちを体験することが有用である

としていた。実際の介入では相談員が孤立しない

よう相談をペアで受け持つ、定期的なケースカン

ファレンスをもつといった工夫をしていた。メ

ール相談では、文章の書き手と受け手とで認識

の違いが生じるのを防ぐために、返信内容を相

談員間で確認するといったことも有用であると

していた。 

 

Ｄ.考察 

文献検討およびヒアリングにより、新型コロ

ナウィルスの感染流行に伴い、リモートによる

メンタルヘルス支援への需要がより一層増して

おり、実際に様々に提供されるようになってい

ること、さらにその質の確保が重要になってい

ることが示唆された。海外では、倫理的配慮や

質の保証にむけたガイドラインも作成され報告

されていた。そこで、マニュアル令和 2年度版

について、セキュリティへの配慮、相談対応者

の研修と質の確保（研修、ケースカンファ、ス

ーパービジョン、複数名対応など）といった内

容を追記し、本年度版マニュアルに反映させる

ことができた。 

今後は、リモートによるメンタルヘルス支援

の介入方法や質の検証の段階に入ると考えら

れ、相談者や相談員、さらに相談体制等にまつ

わる評価も検討していく必要があると考えられ

た。 

 

Ｅ.結論 

リモートによるメンタルヘルス支援へのニー

ズが高まる中、関連情報の文献検討および関係

者へのヒアリングを実施し、令和 2年度版マニ

ュアルのアップデートをはかり最新版マニュア

ルを作成することができた。 

 

F．健康危険情報  なし 

 

G.研究発表  なし 
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H．知的財産権の出願・登録状況  なし 
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